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今回のコラムを書いている 4月上旬は，世界中

が新型コロナウイルス危機の真っ只中にある。状

況は国によって異なるが，米国では 4 月 11 日現

在でコロナウイルスに感染した人数が丁度 50 万

人を超え，約 1万 9千人が既に亡くなっている。

日本でも東京を中心に大都市で状況が悪化してき

ている。私としては，日本の状況が米国のように

悪化しないことを願うばかりである。

今回のコラムでは，そのようなコロナウイルス

感染症の世界的な拡大の最中にあって，世界中の

大学がどのようにこの危機に対処しているかにつ

いて記してみたい。そう思ったきっかけは，3 月

初旬に入って（米国では春学期の真っ最中），私

の大学ばかりでなく全米のあらゆる大学でコロナ

ウイルス危機に教育機関としてどのように対応す

べきかという問題に関してメールが流れ始めたこ

とにある。それから 2 週間もしないうちに実質

上，全ての大学で独自の意思決定で（国の政策で

はない），教室での授業が全てオンライン（ライ

ブ方式）へ移行することになった。私が本誌の

2017 年 1/2 月号のコラム（p. 32-33）の中で記し

たように，米国の「バイナリー思考」が正に当て

はまる格好の例となった。私のようにライブ方式

のオンライン授業に慣れていないシニア教員に

とっては，この 2-3 週間は地獄のような思いで適

応を迫られた。若い教授陣はこれまでもオンライ

ンで授業をする機会があり，スムーズに移行でき

たようである。私の強いられた経験をもとに，世

界中の大学におけるコロナウイルス危機への対応

に関心を持った訳である。

そこで，科学的な調査とは言えないが，国際経

営を研究する世界中の友人にメールを送り，彼ら

の大学における対応について訊ねてみた。そこ

で，先進国，発展途上国を含め 17 か国を代表す

る友人からの返事（国によっては複数の返事）を

もとにリポートをお届けし

たい。繰り返しになるが，

統計学的に無作為にサンプ

ルを抽出した訳ではないの

で科学的な信憑性のあるリ

ポートではないことは予めご理解頂きたい。入手

した情報をもとに何らかの既存の国際経営理論が

当てはまるかどうかを暫く考えてみた。

結論から言えば，世界中の大学のコロナウイル

ス危機への対処の仕方は経営文化論を用いれば概

ね説明できると考えられる。経営文化論と言って

も，この半世紀で理論はかなり複雑化している

が，1970 年代に話題になった Edward T. Hallの

ローコンテクスト（Low-Context）文化とハイ

コンテクスト（High-Context）文化の違いの論

理を使ってみよう。ローコンテクスト文化とはア

メリカやドイツ系の国々に代表されるように，個

人主義で言葉の意味するところがはっきりしてい

る，つまりバイナリー思考（Yesと Noの間に何

もない）の文化を持った国々である。一方，ハイ

コンテクスト文化とは，日本のように集団志向で

言葉よりも人間関係，信頼関係を重視し，中庸な

考え方をもつ，つまり Yesと Noの間に複数の解

釈が存在しうる文化の国々である。

前述のように，米国の大学はまさにローコンテ

クスト文化を代表するように，ほんの 2-3 週間で

普通の教室での授業からすべてオンライン授業

（ライブ方式）へ移行を迫られた訳だ。私の友人

達からの情報によれば，そのように授業形式をバ

イナリー的に変更できた大学は，カナダ，ロシ

ア，オーストラリア，ニュージーランド，ドイ

ツ，デンマーク，ノルウェー，フィンランド等の

国々の大学である。

ではハイコンテクスト文化を代表する日本はど

のように対処しているのだろうか。日本の大学は

93世界経済評論 2020年7月8月号

Chat Biz-USA

世界の大学は新型コロナウイルスにどう対処したか

小田部正明



4 月から新学期が始まるため，授業方法を変更す

る準備においては，米国等と比較して多少の時間

的余裕があったと言えるだろう。大学間で多少の

違いはあるが，まずは準備のために十分な時間を

確保するために元々は 4月初旬から始まる日程を

4月下旬ないしは 5月の連休開けへ変更すること

を決定した。そして授業方法については，原則と

してオンラインへの移行は受け入れているもの

の，米国のようにバイナリー的な移行ではない。

多くの日本の大学では複数の選択肢が提供されて

いる。1）米国的に全くライブでオンライン化す

る方法（ライブ方式），2）映像を事前に収録しそ

れを大学のポータルに載せ ,学生がいつでも見ら

れるようなビデオで配信するオンデマンド方式，

そして 3）課題や教材を事前に学生に示し，レ

ポート課題等に取り組むことで授業を代替する方

法が挙げられている。ここから想像できること

は，ITリテラシーが高い若手教員はライブ方式

のオンライン授業へスムーズに移行できるにして

も，中堅からシニアの教員はオンライン授業のノ

ウハウや経験が乏しいため，おそらくはオンデマ

ンド方式か，課題・教材提示方式のような授業方

法を選択するのではないだろうか。日本では東大

だけが全てオンライン授業（ライブ方式）へ移行

していると聞いている。ただし地方の大学の中に

は，ライブ方式のオンライン授業をできる設備が

整っていないため，一時的な休講あるいは履修者

を分割した講義でしか対応できない大学もあると

いう。

面白いことに，世界には，日本のように Yesと

Noの間に複数の選択肢をもった中庸案を採用し

た大学もある。それらはいずれもハイコンテクス

ト文化を持った国々の大学である。イギリス，フ

ランス，ブラジル，南アフリカ，韓国，台湾，そ

して中国などの大学である。これらの大学は，ま

さに日本の大学と同じ方法を採用している。また

東大と同じように，その国を代表するような大学

は最初からオンライン授業（ライブ方式）に全面

移行している。例えば，中国の清華大学，韓国の

ソウル国立大学などが挙げられる。台湾の国立台

湾大学の場合は，履修生の規模によってオンライ

ン化（ライブ方式）を段階的に進めている。100

人以上の授業は 4 月 6日から，60 人以上の授業

は 4月 27 日からオンライン化されることになり，

また 60 人以下の授業でもオンライン化が推進さ

れている。同様に，南アフリカの場合は，政府の

方針によって，3段階でオンライン授業（ライブ

方式）を導入しようとしている。

勿論，この文化論は万能ではない。特に注目す

べきは，それぞれの国の経済力，また当該大学の

資金力の影響である。例えば，インドでは夏休み

を早めたり，南米のコロンビアの大学は短期の休

講を導入し，その稼いだ期間に教員がオンライン

授業（ライブ方式）へ移行するための教育期間を

設けている。しかし，通常の教室での授業ではな

い，オンライン授業に移行するにも，大学に十分

な施設が整っておらず，また学生も自宅に十分な

通信環境，学習環境が整っていないため，大学が

実質上閉鎖されているケースもある。ウガンダの

大学も同じような大学閉鎖になっているところが

多いが，私立で資金力のあるウガンダ・クリス

チャン大学だけが唯一，既にオンライン授業（ラ

イブ方式）に移行している。
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